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2021年6月2日

株主各位

第71回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

業務の適正を確保するための体制
新株予約権等の状況

連結株主資本等変動計算書
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

貸借対照表
損益計算書

株主資本等変動計算書
重要な会計方針に係る事項に関する注記

サトーホールディングス株式会社

　上記事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、当社ウェブサイトに
（https://www.sato.co.jp/about/ir/stockholder/shareholders/index.html）に掲載することにより、株
主の皆様にご提供しております。
　なお、上記事項は、監査役及び会計監査人が監査報告書を作成する際に行った監査の対象に含まれており
ます。

表紙
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業務の適正を確保するための体制

１～５頁
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業務の適正を確保するための体制
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内部統制システムに関する基本方針
　当社は、世界各国の様々な市場、業界、企業の現場における多種多様な顧客課題に対応することを通
じ、顧客価値向上に資することを目指しております。企業の社会的責任を果たし、持続可能な成長を実現
するためには、現場の主体的活動と組織運営の両面を支える適切な内部統制システムの構築と確実な運用
が重要な要素であると考えています。
　また、運用についても取締役会において定期的な検証および必要な改善措置を講じることにより、内部
統制が実効的に機能することを目指してまいります。

１　取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
　(1)コーポレート・ガバナンス

取締役会は独立社外取締役による透明性の高い監視・監督機能の強化に引き続き取り組むとともに、
社外取締役の議長が監査役と連携し、スーパーバイザリーボード機能の充実を図ることを通じ、株主を
はじめとするステークホルダーのために実効性のあるコーポレート・ガバナンスの実践に努める。

監査役は、独立した立場より監査を実施することで取締役の職務執行を監査する。
ガバナンス推進部は当社各部門の職務が法令および定款等に適合することを確保するため、社内規程

の整備を支援し運用管理を実施する。
　(2)コンプライアンス

当社の取締役および使用人は、Mission（使命）、Vision（ビジョン）、Credo（信条）で構成され
る「サトーグループ企業理念」に則り行動する。

企業理念の下、「三行提報」という独自のナレッジマネジメントシステムを活用し、情報の共有化と
報告の文化に基づいた全従業員参加型の透明な経営体制を維持・強化する。

当社は、関係諸法令の改正等の把握およびその遵守の徹底を図るため、コンプライアンス体制の整備
を促進すると共に、コンプライアンス違反が生じる恐れがある場合に全従業員が通報することができる
窓口を整備する。

監査室は、当社各部門の監査を実施する権限を持ち、定款、社内規程への適合の観点から監査を実施
する。

２　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　取締役の職務執行に係る情報については、文書管理規程や稟議規程に基づき、重要な会議の議事録や決
裁書類を適切に保存管理することとし、情報資産の機密性および管理要件に応じた区分や管理方法を情報
資産管理規程に定め、全社的な情報資産管理体制を構築、適正且つ厳格な情報資産管理に係る体制を整備
する。
また、会社情報の正確且つ適時な開示を重視し、開示における社内体制を構築する。

－ 2 －

業務の適正を確保するための体制



2021/05/26 18:55:36 / 20700759_サトーホールディングス株式会社_招集通知（Ｆ）

３　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　事業を推進する上で取らなければならないリスクについては、業務執行体制の最高意思決定機関である
経営会議直下の案件検討委員会において分析・評価・モニタリングを行い、経営会議および取締役会がそ
の意見を基に審議を行い、経営として迅速且つ適切な意思決定を行う。
　その他、会社を運営する上で発生の回避または軽減を必要とする一般リスクについては、リスクマネジ
メント委員会を定期的に開催しグループ全体のリスクを管理する。当委員会ではリスクの洗い出し、リス
クヘッジのための予防策、リスク発生時の対応策を決定し、また、重大なリスクが発生あるいは発生の恐
れが生じた場合には、必要に応じて、当委員会の下に危機対策本部を設置し、当対策本部が中心となり対
応策を協議する。

４　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、当社の取締役および執行役員の役割分担、各部門の業務分掌、指揮命令系統、職務権限および
意思決定のルールを明確に定める。取締役会で決議すべき重要事項および報告すべき事項は取締役会規
程に定め、それに準ずるグループ会社の経営全般に関する重要事項は、議長である社内非業務執行取締
役、CEO、上席執行役員並びにCxOの役職に就く執行役員にて構成される経営会議にて審議・決定され
る。取締役会および経営会議にて決定された方針に基づき、執行役員会が具体的な業務執行を司り、また
特定課題の審議・決定を行うため各種委員会を経営会議直下に設置する。
　当社は、長期基本戦略の下に策定したグループ中期経営計画を周知徹底し、これを個別具体的な戦略に
落とし込み、その取り組み状況を含めた進捗を定期的に確認する。当社の経営陣および主要なグループ会
社の責任者は、計画の実施状況について情報を共有し、連携をはかる。

５　当社およびその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
　(1)子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

当社は、グループ各社の責任者と会社運営に関する協定書の締結を行い、決算、財務状況その他経営
上の重要事項について定期的に当社への報告を義務付ける。また、グループ各社において発生する重要
な決裁事項は、関係会社管理規程、その他内部規程に基づき当社で意思決定を行う。

　(2)子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社の事業推進上のリスクを審議する案件検討委員会、および事業運営上の一般リスクの未然防止と

会社損失の最小化を目的とするリスクマネジメント委員会は、当社のみならずグループ会社におけるリ
スクをその検討・管理対象とする。

－ 3 －

業務の適正を確保するための体制
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　(3)子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社グループの企業集団としての業務の適正性を確保するため、当社では関係会社管理規程を整備

し、同規程の下、グループ会社毎に主管部門を定め、主管部門が連結会社経営に関する社内規程に従
い、各社の経営管理および経営指導にあたると共に、各社には原則として、当社より取締役または監査
役を派遣し業務の適正を確保する。

本社管理部門は、グループレベルでの第2線連携体制を構築し、各社業務執行部門に対する実効性の
ある支援と牽制の強化に取り組む。

　(4)子会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
Mission（使命）、Vision（ビジョン）、Credo（信条）で構成される「サトーグループ企業理念」

は、海外子会社を含む当社グループ全体で共有されており、当社グループとして「三行提報」システム
の活用による全従業員参加型の透明な経営体制の維持・強化を図る。

海外子会社を含む当社グループ全体で、コンプライアンス違反が生じる恐れがある場合に全従業員が
通報することができる窓口を当社に整備する。

ガバナンス推進部はグループ会社の職務が法令および定款等に適合することを確保するため、社内規
程の整備を支援し運用管理を実施する。監査室は、グループ会社の監査を実施する権限を持ち、定款、
社内規程への適合の観点から監査を実施する。

６　財務報告の信頼性を確保するための体制
　当社グループの金融商品取引法における財務報告の信頼性を確保するため、代表取締役指示の下、内部
統制の整備を行う。ガバナンス推進部は当社およびグループ会社の内部統制の整備を指導・支援し、監査
室は整備および運用の評価を継続的に行う。

７　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合の当該使用人に関する事項およびその
使用人の取締役からの独立性に関する事項

　当社は、監査役が必要とした場合、協議の上、監査役の職務を補助する使用人を置くものとする。当該
使用人の異動、評価等は、監査役会の意見を尊重した上で行うものとし、当該使用人の取締役および執行
役員からの独立性を確保するものとする。また、当該使用人は、監査役の職務を補助するに際しては、監
査役の指揮命令に従うものとする。

－ 4 －

業務の適正を確保するための体制
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８　取締役および使用人が監査役に報告するための体制およびその他の監査役への報告に関する体制
　当社およびグループ会社の取締役および使用人は、監査役から業務執行に関し報告を求められたとき
は、速やかに報告する。当社およびグループ会社の取締役および使用人は、会社に著しい損害または重大
な影響を及ぼすおそれのある事実を発見した場合は、直ちにこれを当社監査役に報告する。
　当社グループの内部通報制度の担当部門は、当社監査役に対して定期的に内部通報窓口に対する相談状
況の報告を行う。
　監査室による監査権限は当社およびグループ各社全てにおよび、内部監査規程に基づきその結果を適宜
監査役に報告する。
　監査役への報告を行った者が、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこととする。
また、監査役は報告された情報を適切に管理する。

９　その他の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役は、取締役会の他、当社およびグループ会社の重要な会議に出席し取締役および使用人からの業
務執行に関する報告や重要事項の審議を聴取できると共に、会議の議事録および重要な決裁書類を閲覧、
調査できる体制を確保する。なお、監査役は当社およびグループ会社を監査するにあたって自由な権限を
有する。
　当社取締役と監査役は定期的に会合を持ち、会社が対処すべき課題、監査役監査の環境整備状況、監査
上の重要課題等について意見交換を行う。
　監査役の職務の執行により生ずる費用等の支払いに支障なきよう、予算を設け、監査役から請求があっ
た場合は速やかに処理する。

10　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方およびその整備状況
　当社グループは、反社会的勢力に対して屈することなく法律に則して対応する。社会的正義を実践する
ために社内規程等を定め、毅然とした態度で反社会的勢力との関係を遮断する。反社会的勢力に対する対
応を統括する部門を設け、関係行政機関や外部専門機関等からの情報収集につとめる。社内に向けて対応
方法等の周知をはかり、社内関係部門、関係行政機関および外部専門機関等と緊密に連携して、速やかに
対処できる体制を整備する。

－ 5 －
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新株予約権等の状況

６～７頁

－ 6 －

新株予約権等の状況の表紙
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新株予約権等の状況
当事業年度の末日において当社役員が保有している新株予約権の状況

イ．新株予約権の目的となる株式の種類および数
普通株式　7,030株（新株予約権１個につき10株）

ロ．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
１個当たり　10円（１株当たり１円）

ハ．新株予約権の主な行使条件
　新株予約権者は、当社の取締役、執行役員のいずれの地位も喪失した日の翌日から10
日を経過する日までの間に限り、新株予約権を一括してのみ行使できるものとする。

区分 発行年度 新株予約権の
払込金額 新株予約権の数 目的となる

株式の数 保有者数 権利行使期間

取締役
(社外取締
役を除く)

2013年度 1個当たり
16,420円 262個 2,620株 2名 2013年７月30日から

2043年７月29日まで

2014年度 1個当たり
26,070円 221個 2,210株 2名 2014年７月30日から

2044年７月29日まで

2015年度 1個当たり
28,270円 220個 2,200株 3名 2015年７月30日から

2045年７月29日まで
(注) 2016年６月21日開催の第66回定時株主総会で当社取締役等に対する業績連動型株式報酬制度導入議案が承認可決されましたので、

2013年６月21日開催の第63回定時株主総会においてご承認いただきました、当社の取締役に対する株式報酬型ストック・オプショ
ン制度を廃止しました。これにより、新規のストックオプションの付与は行っておりません。

－ 7 －
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連結株主資本等変動計算書

（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

８～９頁

－ 8 －

連結株主資本等変動計算書の表紙
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連結株主資本等変動計算書 (第71期 2020年４月１日から2021年３月31日まで) (単位：百万円)

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2020年４月１日　残高 8,468 7,738 38,345 △2,552 51,999
連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △2,330 △2,330
親会社株主に帰属する
当期純利益 12,959 12,959

自己株式の取得 △0 △0
自己株式の処分 2 15 17
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） －

連結会計年度中の変動額合計 － 2 10,629 15 10,647
2021年３月31日　残高 8,468 7,740 48,974 △2,537 62,646

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配

株主持分 純資産合計為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

2020年４月１日　残高 △3,995 △211 △4,206 39 990 48,823
連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △2,330
親会社株主に帰属する
当期純利益 12,959

自己株式の取得 △0
自己株式の処分 17
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 1,635 △1,801 △165 △10 168 △7

連結会計年度中の変動額合計 1,635 △1,801 △165 △10 168 10,639
2021年３月31日　残高 △2,359 △2,012 △4,372 28 1,159 59,462
(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

－ 9 －
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連結計算書類作成のための基本となる
重要な事項に関する注記等

（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

10～19頁

－ 10 －

連結注記表
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１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（１）連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の数  57社
②　主要な連結子会社の名称

株式会社サトー
SATO AMERICA, LLC.
SATO UK LTD.
SATO MALAYSIA ELECTRONICS MANUFACTURING SDN.BHD.
SATO VIETNAM CO., LTD.
ARGOX INFORMATION CO., LTD.
SATO EUROPE GmbH
前連結会計年度において連結子会社であった、DataLase Ltd.はDataLase Holdings Limitedへ株

式譲渡、SATO MALYSIA SDN. BHD.はSATO AUTO-ID MALAYSIA SDN. BHD.に吸収合併、
サトーグリーンエンジニアリング株式会社は清算により、当会計年度において連結の範囲から除外し
ております。

また、前連結会計年度において連結子会社であった、デザインプロモーション株式会社、サトーイ
ンターナショナル株式会社、サトープライマリーラベルインターナショナル株式会社は、株式会社サ
トーを存続会社とし、当該3社を消滅会社とする吸収合併を2020年4月1日に実行しました。

（２）持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない関連会社（株式会社ケイエム、株式会社プライム・ハラ）は、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結
財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法適用範囲から除
外しております。

（３）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち SATO SHANGHAI CO. ,  LTD.、ACHERNAR S.A.、ARGOX 

INFORMATION CO., LTD.、無錫松幸有限公司、OKIL-HOLDING, JSC.、及びPRAKOLAR 
RÓTULOS AUTO-ADESIVOS S.A.他11社の決算日は、12月31日であります。

連結計算書類の作成に当たっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用して
おります。

－ 11 －
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（４）会計方針に関する事項
（資産の評価基準及び評価方法）

①　有価証券
その他有価証券のうち時価のあるものについては期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっており、時価のない
ものについては移動平均法による原価法によっております。

②　デリバティブ
時価法

③　たな卸資産
国内連結子会社では、商品及び製品、原材料及び仕掛品については総平均法による原価法（貸借

対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）、貯蔵品については最終仕入原価
法による原価法により算定しております。また、在外連結子会社では、主として総平均法による低
価法によっております。

（固定資産の減価償却の方法）
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 10～50年
機械装置及び運搬具 ４～12年
工具器具及び備品 ２～20年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（主に５年）に基づいて

おります。
③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めがある場合は残価保証額）とす

る定額法を採用しております。

（引当金の計上基準）
①　貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
連結子会社の従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担

額を計上しております。
③　製品保証引当金

販売製品のアフターサービス費用の支出に備えるため、保証期間内のサービス費用の発生見込額
を、過去の実績に基づき計上しております。

－ 12 －

連結注記表



2021/05/26 18:55:36 / 20700759_サトーホールディングス株式会社_招集通知（Ｆ）

④　役員株式給付引当金
株式交付規程に基づく当社の取締役等への当社株式の交付に備えるため、当連結会計年度末にお

ける株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

（退職給付に係る会計処理の方法）
①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法
については、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（6年から14年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度か
ら費用処理しております。

（外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準）
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨
に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替
換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。

（ヘッジ会計の方法）
①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。
また、一体処理(特例処理、振当処理)の要件を満たしている金利通貨スワップ取引については一

体処理を採用しております。
②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　為替予約取引、金利通貨スワップ
ヘッジ対象　　外貨建金銭債権債務、外貨建借入金および支払利息

③　ヘッジ方針
当社及び連結子会社の外貨建金銭債権債務の決済時における為替相場変動リスクおよび金利変

動リスクを回避する目的で行われる為替予約取引、金利通貨スワップについては、キャッシュ・フ
ローを固定化するために、実需に伴う取引に限定して実施し、取引の残高状況を把握し管理してお
ります。

④　ヘッジの有効性評価の方法
為替予約については、ヘッジに高い有効性があるとみなされるため有効性の評価は省略しており

ます。また、一体処理によっている金利通貨スワップについては有効性の評価を省略しております。

（のれんの償却方法及び償却期間）
のれんの償却については、対象となる会社毎に7年から10年の定額法により償却を行っておりま

す。
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（その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項）
①　消費税等の会計処理

税抜方式によっており、控除対象外消費税等は当連結会計年度の費用としております。
②　連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

２.　会計上の見積りに関する注記
（繰延税金資産の回収可能性）

（１）当年度の連結計算書類に計上した金額    繰延税金資産　1,011百万円

（２）その他の情報
当社は、将来の会計期間における将来減算一時差異の解消又は税務上の繰越欠損金の利用等に係る繰延
税金資産について、課税所得が生じる可能性を考慮して認識しております。繰延税金資産の認識に際し
ては、将来発生する可能性が高い課税所得の発生時期及び金額並びに適用される税率に基づき、回収可
能性があると判断した金額を算定しております。
将来生じることが見込まれる課税所得の時期及び金額は、将来の事業計画を基礎としており、主要な仮
定は売上高の回復又は伸張と、発生が見込まれる原価又は費用であります。また、繰延税金資産の計算
に使用される税率は、決算日において見込まれる将来の税率であります。将来の売上高及び原価又は費
用は、将来の不確実な経済条件の変動によって影響を受ける可能性があり、翌年度の連結計算書類にお
ける減額税金の金額は見積りと異なる可能性があります。また、将来の会計期間における将来減算一時
差異の解消等に係る繰延税金資産の金額は、将来減算一時差異の解消時期及び将来の税率の変更によっ
て減額又は増額される可能性があります。

３．追加情報
（役員報酬BIP信託に係る取引について）

当社は、取締役等に対し、中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的
に業績連動型株式報酬制度として「役員報酬BIP（Board Incentive Plan）信託（以下、「役員報酬BIP
信託」）を導入しております。
（１）取引の概要

　役員報酬BIP信託は、５年毎に「役位」及び「各事業年度における業績目標の達成度」に応じ
て、役員報酬として当社株式等の交付等を行う制度です。

（２）信託に残存する自社の株式
　信託に残存する自社の株式を、信託における帳簿価額により連結貸借対照表の純資産の部に自

己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度は428百
万円及び184,000株であります。
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（「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）に関する対応）
当社は、連結納税制度を適用しており、当連結会計年度以降、グループ通算制度の適用を前提とした

税効果会計における繰延税金資産の回収可能性の判断を行う必要がありますが、実務対応報告第５号
「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その１）」及び実務対応報告第７
号「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その２）」の必要な改廃が行わ
れるまでの間は、2020年3月31日に公表された実務対応報告第39号「連結納税制度からグループ通算
制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」により改正前の税法の規定に基づいて判断して
おります。

４．連結貸借対照表に関する注記
  資産に係る減価償却累計額

①　有形固定資産 27,284百万円
②　投資その他の資産「その他」（投資不動産） 24百万円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（１）発行済株式の総数に関する事項
株式の種類 当連結会計年度期首

の株式数
当連結会計年度

増加株式数
当連結会計年度

減少株式数
当連結会計年度末

の株式数

普通株式 34,921,242株 ―株 ―株 34,921,242株
（２）自己株式の数に関する事項
株式の種類 当連結会計年度期首

の株式数
当連結会計年度

増加株式数
当連結会計年度

減少株式数
当連結会計年度末

の株式数

普通株式 1,341,974株 170株 7,794株 1,334,350株
１．普通株式の自己株式の株式数の増加170株は、端株の買取請求権に基づき単元未満株式の購入をお

こなったことによるものであります。
２．普通株式の自己株式の株式数の減少7,794株は、株式報酬型ストックオプションの権利行使時の充

当による減少4,810株、役員報酬BIP信託口の権利行使時の充当による減少2,984株であります。
３．普通株式の自己株式には、役員報酬BIP信託口が所有する当社株式184,000株を含んでおります。

（３）配当に関する事項
①　配当金支払額

決　　議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2020年６月19日
定時株主総会 普通株式 1,148 34 2020年

3月31日
2020年

６月22日
2020年11月10日

取締役会 普通株式 1,181 35 2020年
9月30日

2020年
12月14日

合　　計 2,330
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②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2021年6月18日開催の定時株主総会において、普通株式の配当に関する事項を次のとおり決議を予定し
ております

a）配当金の総額 1,181百万円
b）１株当たり配当額 35円
c）基準日 2021年3月31日
d）効力発生日 2021年6月21日
e）配当原資 利益剰余金

（４）当連結会計年度末における新株予約権の目的となる株式の種類及び数
　　　　普通株式　12,650株

－ 16 －
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６．金融商品に関する注記
（１）金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、事業投資計画に照らして必要
な資金は銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っておりま
す。また、有価証券及び投資有価証券は株式等であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を
行っております。

営業債務である支払手形、買掛金及び電子記録債務は、一年以内の支払期日であります。
外貨建債権債務については、為替変動リスクに晒されておりますが、為替予約を利用してヘッジして

おります。また、当連結会計年度末において為替予約残高を有しております。
借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。
デリバティブ取引は実需に伴う取引に限定して実施しています。当社グループのデリバティブ取引

は当社財務経理部及び連結子会社で契約を締結し、当社で全体を管理しております。当該活動は当社財
務経理部が損益とポジションの状況に関する報告書を作成して管理し、取締役会にて報告しておりま
す。

（２）金融商品の時価等に関する事項
2021年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額（＊１）

時　価（＊１） 差　額

（1） 現金及び預金 32,998 32,998 －
（2） 受取手形及び売掛金 24,878 24,878 －
（3） 有価証券及び投資有価証券 39 39 －
（4） 支払手形及び買掛金 （7,569） （7,569） －
（5） 電子記録債務 （10,171） （10,171） －
（6） 短期借入金 （3,519） （3,519） －
（7） 長期借入金（＊２） （6,584） （6,755） 170
（8） デリバティブ取引（＊３） （17） （17） －
（＊１）　負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（＊２）　1年内返済予定の長期借入金を含めて表示しております。
（＊３）　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
　（１）現金及び預金、並びに（２）受取手形及び売掛金
　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。
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　（３）有価証券及び投資有価証券
　　　これらの時価については、取引所の価格等によっております。
　（４）支払手形及び買掛金、（５）電子記録債務、並びに（６）短期借入金
　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。
　（７）長期借入金
　　　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で

割り引いて算定する方法によっております。
　（８）デリバティブ取引
　　　為替予約取引の時価については、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しておりま

す。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区　分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 1,133
関連会社株式 26
非上場新株予約権 0
投資事業有限責任組合出資金 31
　これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時
価を把握することが極めて困難と認められるため、「（３）有価証券及び投資有価証券」には含めてお
りません。

７．賃貸等不動産に関する注記
（１）賃貸等不動産の状況に関する事項

当社は、奈良県において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む）等を有しております。
（２）賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 時　価

118 100
（注１）　連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注２）　当連結会計年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書等に基づ

く金額によっております。なお、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる
指標に重要な変動が生じていない場合については、当該評価額や指標を用いて調整した金額に
よっております。

－ 18 －

連結注記表



2021/05/26 18:55:36 / 20700759_サトーホールディングス株式会社_招集通知（Ｆ）

８．１株当たり情報に関する注記
（１）１株当たり純資産額 1,735円04銭

（注）　役員報酬BIP信託口が保有する当社株式を、「１株当たり純資産額」の算定上、期末発行済株
式総数から控除する自己株式に含めております。

　　　　１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　184,000株

（２）１株当たり当期純利益金額 　　385円86銭
（注）　役員報酬BIP信託口が保有する当社株式を、「１株当たり当期純損失金額」の算定上、期中平

均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。
　　　　１株当たり当期純損失金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　184,000株
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貸借対照表
損益計算書

株主資本等変動計算書

20～23頁

－ 20 －

計算書類表紙



2021/05/26 18:55:36 / 20700759_サトーホールディングス株式会社_招集通知（Ｆ）

貸借対照表（第71期 2021年３月31日現在） (単位：百万円)

科目 金額 科目 金額
資産の部
流動資産

現金及び預金
前払費用
短期貸付金
預け金
未収入金
その他

固定資産
有形固定資産

建物
構築物
車両運搬具
工具器具及び備品
土地
その他

無形固定資産
ソフトウェア
ソフトウェア仮勘定
その他

投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
関係会社出資金
長期貸付金
差入保証金
繰延税金資産
その他
貸倒引当金

40,936
19,345

153
41

7,749
11,320
2,316

45,550
7,971
5,409

84
0

884
1,532

60
1,235

834
244
155

36,343
58

32,129
1,809

300
1,521

753
71

△300

負債の部
流動負債 32,763

電子記録債務 10,171
短期借入金 400
リース債務 43
未払金 1,674
未払法人税等 556
未払消費税等 350
預り金 19,515
その他 50

固定負債 6,830
長期借入金 5,845
リース債務 87
退職給付引当金 620
役員株式給付引当金 277

負債合計 39,593
純資産の部
株主資本 46,864

資本金 8,468
資本剰余金 8,064

その他資本剰余金 8,064
利益剰余金 32,868

利益準備金 1,285
その他利益剰余金 31,583

任意積立金 27,325
圧縮積立金 539
繰越利益剰余金 3,719

自己株式 △2,537
新株予約権 28
純資産合計 46,893

資産合計 86,486 負債及び純資産合計 86,486
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
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損益計算書（第71期 2020年４月１日から2021年３月31日まで） (単位：百万円)

科目 金額
営業収益

グループ運営収入 6,968
受取賃貸料 1,766
関係会社受取配当金 16 8,752

営業原価 1,053
営業総利益 7,698

販売費及び一般管理費 7,133
営業利益 564

営業外収益
受取利息及び配当金 12
受取手数料 3
貸倒引当金戻入額 89
その他 43 149

営業外費用
支払利息 30
貸倒損失 44
有価証券評価損 17
為替差損 92
その他 47 232
経常利益 481

特別利益
固定資産売却益 10,435
債務保証損失引当金戻入額 797 11,233

特別損失
固定資産除却損 16
関係会社株式評価損 2,858
事業譲渡損 790
その他 46 3,711
税引前当期純利益 8,002
法人税、住民税及び事業税 47
法人税等調整額 14 62

当期純利益 7,940
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
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株主資本等変動計算書（第71期 2020年４月１日から2021年３月31日まで） (単位：百万円)

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金 利益剰余金
合 計任 意

積 立 金
圧 縮
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

2020年４月１日　残高 8,468 8,062 8,062 1,052 27,325 553 △1,672 27,258
事業年度中の変動額

圧縮積立金の取崩 △14 14 －
剰余金の配当 233 △2,563 △2,330
当期純利益 7,940 7,940
自己株式の取得 －
自己株式の処分 2 2 －
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額) －

事業年度中の変動額合計 － 2 2 233 － △14 5,392 5,610
2021年３月31日　残高 8,468 8,064 8,064 1,285 27,325 539 3,719 32,868

株主資本 新株予約権 純資産合計自己株式 株主資本合計
2020年４月１日　残高 △2,552 41,236 39 41,275
事業年度中の変動額

圧縮積立金の取崩 － －
剰余金の配当 △2,330 △2,330
当期純利益 7,940 7,940
自己株式の取得 0 0 0
自己株式の処分 15 17 17
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額) △10 △10

事業年度中の変動額合計 15 5,628 △10 5,617
2021年３月31日　残高 △2,537 46,864 28 46,893

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
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重要な会計方針に係る事項に関する注記
（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

24～31頁
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　子会社株式及び関連会社株式については、移動平均法による原価法によっております。
　その他有価証券のうち時価のあるものについては期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全
部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっており、時価のないものにつ
いては移動平均法による原価法によっております。

（２）デリバティブの評価基準及び評価方法
　時価法

（３）固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　10～50年
②　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

自社利用のソフトウェア　　5年
③　リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めがある場合は残価保証額）とする
定額法を採用しております。

（４）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
おります。

（５）引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　債務保証損失引当金
　債務保証等に係る損失に備えるため、被保証者の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上して
おります。

③　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務見込額に基づき計上しており
ます。
　なお、数理計算上の差異については、発生年度の翌事業年度より平均残存勤務期間以内の一定年数
（６年）による定額法により処理しております。

④　役員株式給付引当金
　株式交付規程に基づく当社の取締役等への当社株式の交付に備えるため、当事業年度末における株
式給付債務の見込額に基づき計上しております。
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（６）ヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。
　また、一体処理(特例処理、振当処理)の要件を満たしている金利通貨スワップ取引については一体

処理を採用しております。
②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　為替予約取引、金利通貨スワップ
ヘッジ対象　　外貨建金銭債権債務、外貨建借入金および支払利息

③　ヘッジ方針
　　外貨建金銭債権債務の決済時における為替相場変動リスク及び金利変動リスクを回避する目的

で行われる為替予約取引、金利通貨スワップについては、キャッシュ・フローを固定化するため
に、実需に伴う取引に限定して実施し、取引の残高状況を把握し管理しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法
　　為替予約については、ヘッジに高い有効性があるとみなされるため有効性の評価は省略しており

ます。また、一体処理によっている金利通貨スワップについては有効性の評価を省略しておりま
す。

（７）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理方法は、連結計算書類におけるこ
れらの会計処理の方法と異なっております。

②　消費税等の会計処理
　税抜方式によっており、控除対象外消費税等は当事業年度の費用としております。

③　連結納税制度の適用
　連結納税制度を適用しております。

２．会計上の見積りに関する注記
（繰延税金資産の回収可能性）
（１）当年度の計算書類に計上した金額    繰延税金資産　753百万円
（２）その他の情報

　当社は、将来の会計期間における将来減算一時差異の解消等に係る繰延税金資産について、課税所得
が生じる可能性を考慮して認識しております。繰延税金資産の認識に際しては、将来発生する可能性が
高い課税所得の発生時期及び金額、将来減算一時差異の解消見込み年度のスケジューリング並びに適用
される税率に基づき、回収可能性があると判断した金額を算定しております。
　将来生じることが見込まれる課税所得の時期及び金額は、将来の事業計画を基礎としており、主要な
仮定は、連結納税対象会社における売上高の回復又は伸張並びに発生が見込まれる原価又は費用と、当
社の営業収益に関してグループ会社から運営収入として受け取ると予想される額であります。また、将
来減算一時差異の解消見込み年度のスケジューリングについては、主な将来減算一時差異である関係会
社株式評価損について、税務上の損金算入時期が明確になっていないため、スケジューリング不能とし
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ております。繰延税金資産の計算に使用される税率は、決算日において見込まれる将来の税率でありま
す。
　連結納税対象会社における将来の売上高及び原価又は費用並びに当社の営業収益に関してグループ
会社から運営収入として受け取ると予想される額は、将来の不確実な経済条件の変動によって影響を受
ける可能性があり、翌年度の計算書類における減額税金の金額は見積りと異なる可能性があります。ま
た、将来の会計期間における将来減算一時差異の解消等に係る繰延税金資産の金額は、グループ会社の
再編などによって税務上の損金算入が確実になることや、将来の税率の変更によって増額又は減額され
る可能性があります。

３．追加情報
（役員報酬BIP信託に係る取引について）

　当社は、取締役等に対し、中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的
に業績連動型株式報酬制度として「役員報酬BIP（Board Incentive Plan）信託」（以下、「役員報酬
BIP信託」）を導入しております。
　なお、取引の概要等につきましては、「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注
記等３．追加情報」をご参照ください。
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４．貸借対照表に関する注記
（１）資産に係る減価償却累計額

有形固定資産 4,837百万円
（２）保証債務

  　関係会社の銀行借入金に対する保証
Likoflex CO., LTD. 1,820百万円
SATO UK LTD. 1,084百万円
OKIL-SATO X-Pack Co.LTD. 948百万円
その他 53百万円

　　　計 3,907百万円
（３）偶発債務

重畳的債務引受による連帯債務
　2011年10月3日付の会社分割により子会社が承継した預り保証金、リース債務及び未払金につい
て、以下のとおり重畳的債務引受を行っております。

株式会社サトー 51百万円
（４）関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 22,206百万円
長期金銭債権 300百万円
短期金銭債務 19,217百万円

５．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高

①　営業取引による取引高
営業収益 8,740百万円
業務委託費 241百万円
その他の営業取引高 22百万円

②　営業取引以外の取引による取引高
受取利息 5百万円
その他の営業取引以外の取引高 12百万円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 普通株式　1,334,350株

　　　自己株式には、役員報酬BIP信託口が所有する当社株式（184,000株）を含んでおります。
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７．税効果会計に関する注記
（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
関係会社株式評価損 3,839百万円
無形固定資産 200百万円
退職給付引当金 194百万円
会社分割による子会社株式 157百万円
過大費用否認 122百万円
貸倒引当金 91百万円
自己株式交付引当金 84百万円
減価償却超過額 82百万円
有価証券評価損 61百万円
前払費用 23百万円
賞与引当金 8百万円
新株予約権 8百万円
その他 8百万円
繰延税金資産小計 4,884百万円
評価性引当額 △ 3,887百万円
繰延税金資産合計 996百万円

繰延税金負債
圧縮積立金 △237百万円
その他 △8百万円
繰延税金負債小計 △246百万円
評価性引当金 3百万円
繰延税金負債合計 △242百万円
繰延税金資産純額 753百万円

（２）法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
法定実効税率 30.6%
（調整）
　交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3%
　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.2%
　評価性引当額の増減 △30.2%
　その他     0.2%
　税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.8%
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８．関連当事者との取引に関する注記
子会社等

種 類 会社等の名称 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事 業 の 内 容
議決権等
の 所 有
割 合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科 目 期末残高
(百万円)

子会社 株式会社サトー 東 京 都
港 区 4,000

サプライ製品
製造販売
メカトロ製品
製造販売

所有
 直接
 100％

経 営 指 導
の受託
不 動 産 及
び ソ フ ト
ウ ェ ア の
貸与
資 金 の 受
け入れ
従 業 員 の
出向
役 員 の 兼
任7名

資金の預り
(注１) － 預り金 9,494
利息の支払
(注１) 9 預り金 －
グループ運営収
入
(注２）

6,349 未収入金 750

受取賃貸料
 (注３) 1,621 未収入金 190

子会社債務の
支払代行
(注４)

37,157 未収入金 9,768

子会社債権の
回収代行
(注５)

4,838 預り金 －

従業員給与の
支給代行
(注６)

13,676 立替金 1,636

子会社 SATO UK LTD. イギリス 6,156
サプライ製品
製造販売
メカトロ製品
販売

所有
 直接
 100％

当 社 製 品
の 製 造 及
び販売

銀行借入に対
する保証
(注７)

(保証額)
1,084 － －

子会社 Likoflex Co., LTD. ロ シ ア 0 サプライ製品
製造

所有
 間接
 75％

当 社 製 品
の製造

銀行借入に対
する保証
(注８)

(保証額)
1,820 － －

子会社 OKIL-SATO
X-Pack Co.,LTD. ロ シ ア 169 サプライ製品

製造販売
所有
 間接
 60％

当 社 製 品
の 製 造 及
び販売

銀行借入に対
する保証
(注９)

(保証額)
948 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１） 資金の預りについては、CMS（キャッシュ・マネジメント・システム）に係るものであり、

利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。
なお、取引が反復的に行われているため、取引金額の記載は省略しております。

（注２） グループ運営収入については、子会社に対する経営に関する助言・ブランドロイヤリティに対
する対価であり、毎期交渉の上、決定しております。

（注３） 受取賃貸料については、子会社に対する不動産・ソフトウェアの貸付に対する対価であり、毎
期交渉の上、決定しております。

（注４） 子会社債務の支払代行については、仕入・経費等の支払代行を行ったものです。
（注５） 子会社債権の回収代行については、売上債権の回収代行を行ったものです。
（注６） 従業員給与について支払代行を行ったものです。
（注７） SATO UK LTD.の銀行借入（1,083百万円）に対する保証を行ったものであります。なお、

保証料は受領しておりません。
（注８） Likoflex Co., LTD.の銀行借入（1,820百万円）に対する保証を行ったものであります。なお、

保証料は受領しておりません。
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（注９） OKIL-SATO X-Pack Co., LTD.の銀行借入（948百万円）に対する保証を行ったものであり
ます。なお、保証料は受領しておりません。

（注10） 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

９．１株当たり情報に関する注記
（１）１株当たり純資産額 1,395円32銭

（注）役員報酬BIP信託口が保有する当社株式を、「１株当たり純資産額」の算定上、期末発行済株式総
数から控除する自己株式に含めております。

　　 １株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数　  184,000株

（２）１株当たり当期純利益金額 236円43銭
（注）役員報酬BIP信託口が保有する当社株式を、「１株当たり当期純利益金額」の算定上、期中平均株

式数の計算において控除する自己株式に含めております。
　　 1株当たり当期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数　184,000株

－ 31 －
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